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総 行 選 第 ４ ２ 号 

平成２７年６月１９日 

 

各 都 道 府 県 知 事  

各都道府県選挙管理委員会委員長 

 

 

総 務 大 臣 

 

 

公職選挙法等の一部を改正する法律の施行について（通知） 

 

 

第１８９回国会において成立をみた公職選挙法等の一部を改正する法律（以下「改

正法」という。）は、平成２７年法律第４３号をもって、本日公布されました。 

今回の公職選挙法等の改正は、年齢満１８年以上満２０年未満の者が国政選挙に参

加することができること等とするとともに、当分の間の特例措置として選挙犯罪等に

ついての少年法（昭和２３年法律第１６８号）等の適用の特例を設けることを目的と

して行われました。 

貴職におかれましては、今回の施行に係る改正法を十分御理解されるとともに、改

正法による改正後の公職選挙法（以下「新法」という。）等の運用に遺漏のないよう、

下記事項にご留意の上、貴都道府県内の市町村長及び市町村の選挙管理委員会に対し

ても、格別の御配慮をお願いします。 

なお、改正法の施行に伴い、公職選挙法施行令についても所要の改正を行うことと

しており、その内容については、別途通知する予定です。 

 

 

記 

 

第１ 選挙権を有する者の年齢等に関する事項 

１ 公職の選挙の選挙権を有する者の年齢について、年齢満２０年以上から年齢満

１８年以上に改めること（新法第９条第１項及び第２項並びに地方自治法第１８

条関係）。 

殿 
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  これに伴い、選挙人名簿及び在外選挙人名簿の被登録資格を有する者並びに在

外選挙人名簿の登録の申請をすることができる者の年齢についても、年齢満２０

年以上から年齢満１８年以上に改めること（新法第２１条第１項、第３０条の４

及び第３０条の５第１項関係）。 

  また、選挙運動をすることができない者の年齢について、年齢満２０年未満か

ら年齢満１８年未満に改めること（新法第１３７条の２関係）。 

２ 漁業法（昭和２４年法律第２６７号）に規定する海区漁業調整委員会の委員の

選挙の選挙権及び被選挙権を有しない者の年齢について、年齢満２０年未満から

年齢満１８年未満に改めること（漁業法第８７条第１項関係）。 

３ 農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）に規定する農業委員会

の選挙による委員の選挙の選挙権及び被選挙権を有する者の年齢について、年齢

満２０年以上から年齢満１８年以上に改めること（農業委員会等に関する法律第

８条第１項関係）。 

 

第２ 在外選挙人名簿の登録の申請に係る準備行為に関する事項 

   改正法の施行の日において年齢満１８年以上の日本国民は、改正法の施行前に

おいても、新法第３０条の５第１項の規定の例により、在外選挙人名簿の登録の

申請を行うことができるものとされたこと（改正法附則第３条関係）。 

 

第３ 選挙犯罪等についての少年法の特例に関する事項 

 １ 家庭裁判所は、当分の間、少年法第２０条第１項の規定にかかわらず、年齢満

１８年以上満２０年未満の者が犯した連座制の対象となる選挙犯罪の事件（以下

「連座制に係る事件」という。）について、その罪質が選挙の公正の確保に重大

な支障を及ぼすと認める場合には、少年法第２０条第１項の決定（検察官への送

致の決定）をしなければならないものとされたこと。ただし、犯行の動機、態様

等の事情を考慮し、刑事処分以外の措置を相当と認めるときは、この限りではな

いものとされたこと（改正法附則第５条第１項及び第２項関係） 

 ２ 家庭裁判所は、当分の間、年齢満１８年以上満２０年未満の者が犯した公職選

挙法及び政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）に規定する罪の事件（連

座制に係る事件を除く。）について、少年法第２０条第１項の規定により検察官

に送致するかどうかを決定するに当たっては、選挙の公正の確保等を考慮して行

わなければならないものとされたこと（改正法附則第５条第３項関係）。 
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第４ 検察審査会法及び民生委員法等の適用の特例 

   当分の間、年齢満１８年以上満２０年未満の者は、検察審査員及び裁判員の職

務に就くことができないものとされたこと。 

   また、成年に達した者でなければ民生委員及び人権擁護委員の委嘱をすること

ができないものとされたこと（改正法附則第７条から第１０条まで関係）。 

 

第５ 民法の成年年齢等の引下げに関する検討に関する事項 

   国は、国民投票の投票権を有する者の年齢及び選挙権を有する者の年齢が満１

８年以上とされたことを踏まえ、選挙の公正その他の観点における年齢満１８年

以上満２０年未満の者と年齢満２０年以上の者との均衡等を勘案しつつ、民法（明

治２９年法律第８９号）、少年法その他の法令の規定について検討を加え、必要

な法制上の措置を講ずるものとされたこと（改正法附則第１１条関係）。 

 

第６ 施行期日及び適用区分に関する事項 

１ 改正法は、公布の日から起算して１年を経過した日（平成２８年６月１９日。

以下「施行日」という。）から施行するものとされたこと。ただし、第２及び第

５の事項に係る規定は、公布の日から施行するものとされたこと（改正法附則第

１条関係）。 

２ 新法の規定は、施行日後初めてその期日を公示される衆議院議員の総選挙の期

日の公示の日又は参議院議員通常選挙の期日の公示の日のうちいずれか早い日

（以下「公示日」という。）以後にその期日を公示され又は告示される選挙、最

高裁判所裁判官国民審査及び住民投票について適用し、公示日の前日までにその

期日を公示され又は告示された選挙、最高裁判所裁判官国民審査及び住民投票に

ついては、なお従前の例によるものとされたこと（改正法附則第２条第１項関係）。 

３ 改正法第３条の規定による改正後の漁業法の規定及び改正法第４条の規定によ

る改正後の農業委員会等に関する法律の規定は、公示日以後に調製され、確定す

る選挙人名簿（以下「新選挙人名簿」という。）を用いて行われる選挙について

適用し、新選挙人名簿以外の選挙人名簿を用いて行われる選挙については、なお

従前の例によるものとされたこと（改正法附則第２条第２項関係）。 
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